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自民党での説明会で配布された井形氏による「法律案に反対する団体の意見に対する(社)日本尊厳死協会の見解」の次の文章には事実誤認があります。
井形：「おわりに。2004年8月26日、相模原市でALS（筋委縮性側索硬化症）に罹患し人工呼吸器装着を選択した息子が、その後人工呼吸器装着を悔やみ、母親に取り外しを懇願し、母親が人工呼吸器のスイッチを切るという事件が発生しました。息子は死亡し母親は殺人罪に問われましたが、裁判所は息子の懇願事実を認定し、嘱託殺人罪で執行猶予付きの懲役判決を下しました。」

　我々は、この公判のすべてを傍聴し、事件の関係者への聞き取りもしました。
当時、ＡＬＳの息子は全身性の麻痺のため意思伝達機能が低下し、母親が意思を読み取るのはままならない状態でした。神経内科医である主治医は、かかりつけ医に指示し、訪問看護師（透明文字盤を使って息子の意思の読み取りができた）を派遣し、患者から「呼吸器を外して死にたい」という意思確認をもって、患者の「死ぬ権利」として訴訟に持ち込もうとしました。しかし、患者は看護師の読みとる文字盤に「呼吸器は苦しくてもそのままでよい。」と伝えました。（裁判記録に明示）
判決では嘱託殺人となりましたが、患者は最終段階で意思を覆し、呼吸器の取り外しはしないと意思表示しました。この事例は、患者が意思を変えても家族や医師は聞き入れないこと、患者の意思が他者により曲解され、都合よく扱われる事例を提示しております。
しかしながら、患者が直前に意思を覆した事実は伏せられ、日本神経学会やＡＬＳの国際学会等で、日本の法の不備により治療停止ができないために起きた事件として報告されております。患者会の独自調査では、母親は365日24時間、たった一人で息子の介護をしていたため、過重な心身の負担を抱えていたことが判明しております。殺される直前の息子はレスパイト入院を強く拒み、少しでも介護を休みたかった母親を絶望させていました。　
母親は八方ふさがりの中で、症状が悪化する一方の息子の介護をし、自らの精神も病んでいました。公判後も精神を病んでいた妻の世話は執行猶予中も同居の夫に委ねられており、社会から見放され救いのない中で、夫による自殺幇助の形で妻は命を絶っていきました。
相模原市で起きたこの事件は、治療停止により解決できる問題ではなく、家族介護に対する社会の責任を問うべき問題です。
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